
日中比較• • 外延的成長と内的成長
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末夫口

ンを要案投入の量的増加に依存する「外延的成長j本稿では、経法成長のパタ

での日本と改革開放
ゆ

} し、と要素投入の効率註向上による「内的成長j

以降の中国の経誇成長のパターンを成長会計の手法を用いて比較する c きらに、

済制変わ改革、狭義の技術進歩、部門間要素再配分が効率性向上に寄与する点

これらの諸点につき検日中両国の具体的事象に即して、内的成長をもたら

る。

闘し、

‘ ミ」

中国が「外延釣との比較検討を踏ま日本稿の邑的は、

ら内的成長への移行j のどの設藷にあるかを明らかにし、中罷が内的成長を

中盟には農業部門ることである。ために解決すべき

;iるが、内的成長への転るだけでも成長ゆ

} に余剰労闘力があり、

成功させ、貿易・投資の自由化によってもたら

るGされる産業調整問題を解決していくことが必要で、あることなどを

を関るためには、

本棋のE的と議論の講成1 . 

イン十ロダクション1
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の経済成長ノf日本と中という視点から、「外延的成長と内

ついて共通の
予

} まず、ターンを比較検討しようとするものである。

内の非効率が問題おく必要がある。かつて、 i日ソ連の成長が銭化し、理解

(extensive)であり、今後詰向的或長

われた。

これまでの或長は視されたとき、

おおむね、は、としミJCintensive)立転換しなけれ誌なら

経誇成長が生産婆棄の投入の量的増加によるものであって、投手持進歩や要素投入の
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を伴わないものということを るようである。地方、 F内的成長J

はあまり経諸学者の間で泣思いられないが、一部政治学者が用いることはあるよう

である;偲しその内容辻やや芝漢としている。政治・社会的な関懇を含めて仔う

内容は明磁ではない。以下で辻、議論を経済に限定して、内的

要素投入の効率性向上による成長を意味するとしよう。このと冬、

内で節約されることばかりでなく、部門間で要素再配分が行われて

国民経済全体として要素配分が効率化することも含めよう。

そもそも、最近再び、外延的成長と内的成長が関心を呼んだのには、ポーfレ・ク

ノレーグマン (PaulKrugman) (1994)が、東アジアの新興工業経法 (NIEs)の経

請求長を、ぞれが「外延的或長J によるものであって、技構造歩が持かないか、あ

るい辻ごくわずかであり、 f差って しないと主張したこと して

いるように認われる O このとき、彼は、 /レノfン・ヤング (AlwynYoung) 

(1994)が NI日31芯ミで 成長会計分析を証拠とし

論したo ヤングによれば、東アジア は大部分要素投入の増加による

もので、技術進歩の寄与はごくわずかである。クルーグマンは、!日社会主義誕の外

延的成長の挫耕を引き合いに出 Lて、新興工業総請の高成長が「神話」であるとい

うのだが、ここに泣ギャッブがあるよう弘曹、われる。新興工業経済と社会主義盟は

体制も異なるのである。だから、企業家が草案rrの誘留をもてず窒怠させられる

主義的な計散体制の欠縮と、政宥の主導性が強し通と拾いえ企業家が報いられる

工業設済の体制を前一授することはできない。そして、今日の先進工業国もかつて

辻、要素投入増加と外国技術輸入で発展したのである。

本稿では、中悶の最近の経済成長と日本の過去の経済成長の要因分析を行い、

「外延的成長から

況にあるか、わ

比較研究を行う

への移行という観点から、今日の中国はどのような状

れ自身の診訴を下したい。

比較の時鶏をいつにするか 信題である。問え

1980-1990年代というよう 同じ持主主で話中北較をするのは遥窃ではない。中

し、対外経済開銀を開放的にしようとしたのはが公式に市場機構

1979年以降である。これに対して、自本は第 2次世界大戦以前に工業化をかなりの

程度進めており、その経験と技術の蓄積や社会資本は戦後にも引き継がれた。政治

的な独立回復は1952年以降だが、経済体制は基本的には市場機構と生産手設の私有

制を基礎にしていた。外間貿易制夏も間接であった。聞本がIMFに加盟したのは

1952年であり、 GATT加盟が1955年であったのに対して、中爵は約30年あるい誌

タト主義約露支炎とi1'Ja吉成長:B <t比較 63 



それ以上、市場経課題の国際経済機講への参加が遅れている。

を世界の中でみるとき辻、その国民経漢の状況ばかりでなく、

「その也J の罷の発展状況の違いをみなければならない。 1963年に GATTll条盟、

1964年に IMF8条雷になった日本は、このときまた、無梼水準は欧米によ七ベて低

かったが、一応先議工業冨の仲間入りをした。 1964年の OECD加盟はその象裁で

あった。これに対して、中国iままだ難航しているが世界貿易機関 (WTm加盟

が1990年代末期になるとして、やiまり30年ほどの遠いがある O またこのとき、中閣

の周囲にはアジアの新興工業経済や ASEAN中所得固など、戸汗簿水準でi立中罷に

先行する経済が多数ある。ょうやく 1996年に韓国の OECD加盟が訣まったように、

日本は、長期にわたってアジアでは数少ない工業国であり、対外経済模様も今日の

中国と辻状況がかなり異なった。外国投資やタト霊の技摘を輪入する場合、近隣アジ

アからはほとんどなく、もっぱら散米からであった。中国の新しい経済捧制のもと

での工業化と経済成長と持比すベ念日本の状沼はおおむね1960年代であるよう

われる。本稿の中で、折に触れ、今日の日本経請にも言及するが、日中比較では釘本

の1955-1970年と1980-1995年の中国となる。

中国の広大な国土と膨大な人口のもとで辻、産業が少数の灘業iこ特化すること泣

いろいろな理由で底難だろう。従って単一の指撲で白中間閣を一機に比較すること

はできない。それでも、 1990年代はじめ立中国ではまだ¥農林水産業に就業する人

口の割合辻、 E本の1960年壌の割合よりもかなり高い。農村部門に辻発展経済学者

う「潜在失業j があり、工業部門への労働銭絵はアーサー・ルイス (Arthur

Lewis)のいう「無髄践供給」状況にあるといえよう。だから、工業の拡大によっ

て、労働の特需を効率化する余地は大きい。技指的なキャッチアッブ。過程、

罷労働の再配分、製変改革による効率向上など現在の高成長を持続する要因は多い。

日本もまた新たな制度改革が必要だが、蓄積した技術と資本を外国で利掃した方が

~文雄率が高ければ、資本も技密も流出するから、成長率を再び引き上げるのは難し

い。 B本経済の再活性北のためには、新高品、新サーゼスの開発が3重要になる。

術移献よりも速く技術革新を翻る必要がある。

1.2 概急上の問題

経済成長を「外延的J と「内的J に分けて、前者を要紫投入増加による成長、

者を広い意味で「技術進歩J による成長としたが、この主題で検訴するとき、

経諜を 1部門に集約したモデルで考えるか、多部門モデルで考えるかによって、分
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析の範関が異なる。 l部門分析ならi工、成長の要国分春日立おおむね 号労徹、土地、

資本などの要家投入の寄与争技術進歩{これには生産技欝の進歩と制笈改革など

の制度的心議議拘上を実現する措霊も合まれる)に分けてそれぞれを検討すればよ

い。このとき、後者が「内的成長J の主要部分を形成する。そして、もし、労働の

質が伊jえi工学墜向上で高まったり、資本が最新設備になって機能が高まっているな

らば、ぞれは「要素投入増加J と区別される。労畿を例えばマン・アワ… (maル

hour)で謀れば、学竪指数の上昇;主要素投入以外の要醤とみなされる。資本につ

いても毘様で、資本をある時点のf繍蘭f値直で

鵠之ているならば、資本にヴィンテイジ (Vintage)を付けて、鍵の変化を皮映さ

せるわけである。これらの震の変化が「要素投入J と全くお物かとなると接関が残

るo いずれも、過去から現夜までの教背投資や研究罷発投資の産物であり、その議

辻要素投，入増加が必要だったはずである。

このように、資本投入の増加や労働投入の噂加と技術進歩辻欝単には切り離せな

い。過哉の教育投資や研究開発投資、さらにインフラ・ストラクチャーへの投資が、

今自の労識の粛を決め、また今日の資本設鑓の震を決める会らば、ある持鶏の要素

投入増加が次鶏の要素の震を決定づけるからである。

実は 1部門分析では、要素投入以外の要悶を総括する技術進歩のやで、制度改革

などの一般的要因、個々の生産技怖の進歩、部門問要素書記分の要因をIRJlせするこ

とはできない。これらはー絡して要禁投入増加以外の成長要閣となる。袈葉投入増

加の寄与を義し寺iいた成長部分を、会要素生産 (TotalFactor Productivity : 

TFP)と塁手ぶが、このすFPには生産技指の進歩、制度改革という全般的な要部と

諮問問襲業再記分という 3つの興三どった内容が含まれている。

弛方、多部門分析をすれば、要素を部内聞で再配分することによって、成長を高

めた部分を取り出すことができる。初歩的な r2部門モテツレJ による経済発震識を

えよう。低統的な「生存部門J が大量の過剰労畿を拾えていて、他方に生まれた

ばかりの資本家部門 (capitalistsector)とLての工業部門があるとする。もし工

業部門で投街進歩が速く、労{験生産性が高いならば、この部門の或長が労犠力を

「生等部門J から敬設して、国民経;斉全体として労鵠生産性を高める。間とことを

もっと多部門に拡張して考えればよい。これを要素の「縮問題再艶分効果J と

う。これは労iiJJ侯給が制限的になっても、工業部内内の労働再配分課題として、長

期にわたって引き緩いて成長に影響する o

この点にi翼連してしばし 1 たり生産性の低い分野から、高い分野に労動
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が移動すれ江ょいとする議論がみられるが、これは必ずしもましくない。 ごと

った技鍔が利用可能な場合、ある よりも労動者 1 たり鑓

糧生産物が俄くても労働が効率的に艶分されていないと えない G

鴎 1に(;;1:- X財とY黙の単位個{能等量績に共通披線となる要素価格比率議が描か

れている。 Y財藤裁は資本集約的であり、資本集約度 kyはよりも高い。このと

き、価値表示め主主主主物 l単位性議するのに必饗な単柱労働投入 lx辻lyより高いから、

労動 1単位で生産できる 1価値単設の強盗物はY きい。だからと

いって、この状態で労織が非効率的 されている訳ではない。

かつて、 1960年代に日本で、労識が謹富で、資本が錯少だった領、アメリカI却すのク

リスマス電球が議要な輸出品だったり、 r 1ドルブラウスJ が評轄になったn この

ころは労働集約貫主に辻較礎控があり、 となった。しかし、次第に日

本の黄金主震が上昇する 労働節約約な投手伝に転換できない工業は衰退し

他方、究易条舎の言語から機椋や{と学品の価格が有科になると、ぞれらの分野

されていった。生j議技欝の麗では、規撲の経請性がある分野に、交易

条件の冨で辻、増産しでも交易条件が不利化しない分野

と、それを提還する政策が発展致策となったのである九

は、安い外国品が利男可能になり、自認め簿意な財が世界中で、売れるの

を変えていくこ

で、婆棄の再配分を龍迭する O 輸入財の譲絡が下がれ迂輸入競争産業は結小し、輸

出財の需要が拡大すれば棟棒は上昇し自国の輪出財産業は拡大する。こ

縮小すべき に陥り失業者を生み出す状況辻誌とんどすべての先進工業国

で経験してきた。 1970-1980年代は実欝民、 「衰退巌議の議整援助J が先進麗共通
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の主主築課題となった争 中留がWTOに加盟すれば、自富市場も開放しな行ればな

らないので、当黙に国内の調整議鵠も表面化するだろう。しかし、今毘の日本と今

日の中盤で、は状況が異なる。むしろ比較すべき時期l土、 E本の GATTll粂笛化、

I関F8粂臨化の持鶏、すなわち1963-1964年頃であろう。

1.3 本稿の構成

本稿で辻、主として成長会計に基づいて、中冒と日本の成長要菌の検討を行うが、

おむね以下の携践で議論を進める。この第 l節に綾く第 2節では、日本の経済成

長を「外延長h、 「内的J Ii立長という概念を念頭に置きながら検討する。第 3範は

中富じついて悶様な検討を行う o そして、第 4節出結論の鮪となる。第 2節と第 3

箭はおおむね共識の組立で議論を艇関するが、もちろん両臨め製麗も発展の状況も

るし、また利用可藷な統計情報も異なるので部分的に る扱いをする。

2節と第 3節では、なるべく長過に、@捜穣を提供する。マクロの高成長と比

較的高いインフレが持う様相は、日本の1950年代後半から1960年代半;ままでもみら

れたし、中里め過去10年も毘接である。③雨冨の戎長会計の試算を提示し、労鶴と

とTFPをみる O 要素投入の増加の成長への寄与は先の言葉を用いれば、

「外延的」成長の諜相を明らかにすることになる。ところで、 TFPIますでに述べ

たように、いろいろな要患が入り交じったものである。そこで、 φ制度改革や経済

全体として技宇野革新を生み出Lた要富、⑨生産的投街、とくに技指輸入、 Bま銀投資

け入れ、研究開発投資、岳部門問要素再配分の貫献という

節で議論を要約する。

2. 日本の経j斉成

2.1 概観:成長とインフレ

る。第 4

ここの簡では、前節で示した「外延的成長と内的或長」の概会に治ぜって、告

の臨護費と謹望を行う。あえて「毘麗」とするのは、本鶏が日中比較に重点を竃くの

で、今日の中盤とよ七較しやすい時期を選んで検討するからである。

扇舟で高成長と持続的インフレが起こったという点で辻、 1960年代の白木の状況

が今日の中国の状況に似ている。 1950年代後半から1960年代の大蔀分を通じて、 a
本では、実藤経済成長率も高かったが、 i言持に消費者偽物構が5%程度の上昇を続け

た。臨|際収支赤字化(悶定為替相場制)に対処して政府が金融引器締めを行うと、

外経的足立まえと内的成炎:宮中比率交 67 



表 1 日本の経済成長概観

実質成長率;奪三彩%.会許年皮 1965 1970 1975 1980 1985 1990 19号4
GDP 5嘉手平均 9.66 11.95 4.吉4 4.52 3.44 4.85 1‘04 

10年平均 9.54 10.80 8.47 4.72 3.97 4.15 3.14 
GNP 5年平均 9.62 11.告7 4.96 4.52 3.54 生吉O 1.08 

10年平均 告.47 10.79 8.4号 4.74 4.02 4.22 3.19 

インブシ率;年平均九会計年度 1965 1970 197註 1980 1985 l吉90 1994 
GDPT'7レータ… 5若手平均 5.49 5.45 10.20 5.50 2.28 1.3設 1.15 
GDPデフレータ… 10年平均 5.11 5.47 7.80 7.82 3.88 1.83 1.28 

i必それぞれ過去5年または10年聞の複利変化率。
草壁料〉経済会隠庁『民民綴淡計算王子報JCD.ROM1996若手版。

黙の需給を皮映する部発物価は下落することもあっ i荷積者物儲 おむ

に述べた穂援の速さで上昇 けた。この謙相は、物frHiを GDPデブレ タ

したものだが、 1に示しである。

1960年に至る10年間、また1960年代はE本経済は最近め中国のように、 10%近辺

の実質経済成長を実現していて、また物構も GDPデフレーターで測って年

5.5先程度の上昇を続けた。貨幣黄金率は毎年の春懸賞金計き上げ交渉を通じて、

13%程度の上昇を統けたため、 は7-8%のオー し続けた。労

{鴎侯絵のj原泉となる農業部門では、も誌や1960年以誇は余剰労働i立話減していたの

で、工業の拡大に伴って実震賃金率の上昇が起こった。当祭、労働生成控がこれ

をよ回らなければ、 よっては奴識が圧迫されるので、技術革新がない分野は

淘汰されることになる。能方、一度に大議の倒産が起こると失業発生が避けられな

いので¥政府は激しい不況を避けるよう

詰物様の持続的な上昇を持う。こうして、

葉が生まれた。

を支えることになるo すると、読整

ンフレj という

題際環境からみれば、日本はこの嘆歌米に比べて、今毘の詰葉で言う「新興工業

経済(NIEs)Jに相当しており、高成長によって欧米に追いつくことが一般に富民

しやすい自標となった。 1949年iこ設定された 1ドル二360円という為替相

l土、当初は日本の大部分の産業にとって辻、円の過大評纏 していて、輪出は

間難fごっ 1955年頃からようやく 毘捺畿争力も高まった。

そして、 「一般約労犠不思J 状況となった1960年代に泣、費金率の上昇に搾って、

次第に工業部門内部で要素の再聖分が行われた。企業は資本によって労働を代替す

ることを試みると問時に、新しい分野に瀧出した。また、次第に個人会薬分野が分

解して、法人企業となって或長ナるか、あるいは労働力となって法人企業部門戸吸
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設された。

日本と外留との貿易は、議初はまだ輸入数護憲IJ現によって制限されていたが、次

iこ数量制限から関税に移行する。 1963年に日本は先進国の義務を議す GATTl1

条国の身分になったので¥畠欝収支を理府として輸入数量制設をすることは許きれ

なくさどった。このため、 1凹96的O年f伐t!詰まとめに数鷺需制5母髄主から関税への移行に梓

期隣税率が高まつたが、その後は例えば1967年から始まったケネディラウンド関税

引き下げ交渉で日本も大幅な関税き月下げを実行したて

ちょうどこの頃、正確に註1963年に、 8本i立経前収支が話な状態で均衡した。

これから、スミソニアン合意(1971年)まで、次第i二日本は 1ドル 360円の為替

レートでは経常収支が黒字になる。そして1960年代末に辻、流入した外袋の不胎化

政箆が弱かったので、経常収支黒字から「調整インフレ」を経j殺した。 1970年代誌

第1次石油危機、その後の世界的な問時不抗、第 2次石油愈機と変動が激しかった

が、お油危機のとき以外は経意技支黒字が定着した。国際収支が均欝していること

は、資本輪出で、経常黒字を相殺することを意味寸るから、日本の資本輸出が増大し

海外への蓋接投資は1960年代後半から念、液立増大した。

2.2 経済成長金計

まず、霞単な日本のマクロの成長会計を作ってみよう。モデルは最も単純な次の

式である。ここでは、市場が競争的で各生産要素はその限界生産力に等しい報簡を

け取ると仮定している。このイ反定が妥当かどう

は問題ないと考える。

あろうが、日本に闘して

経消成長率之江会要素生麗佳作FP)+資本の所鐸シェア×資本増加率÷

労働の所捧シェア×労機増加率

である。;まじめに各生産要素の増加率をみると表2のようになる。但し、{タjえ

f霊与の投入の増加率辻、単純に就業者数でみるか、あるいはこれに労機時関の変動を

織り込んで、労働×時間でみるかによって異をる。さらに人的資本形成のための投

入、すなわち教警を織り込めばもっと詳細な分析ができる。しかし、ここでは日中

比較に焦点があるので、たかだか前 2者だけ考慮する。教育投資は重要だが立下で

はこの要因は無援する。

他方、資本はついても、どのような資本ストックをカパーするかで議論詰変わっ

てくる。以下で;立総資本と非住悪資本;二分ける桂援でとどめる。綾鶏的には資本の

外延的認定主義と子宮約成長:日中比較 69 



表 2 日本の要素投入増加率と GDP {年率、%)

愛主
1953-60 
1960-70 
1970-80 
1980-90 

全霊用

2.12 
1.84 
0.75 
1.14 

時間串護用

0.51 
0.57 
0.34 
0.47 

総資本非生産資本 GDP85価格

4.78 5.87 8.25 
10.51 11.67 9.31 
9.19 8.88 4.67 
6.01 6.62 4.24 

れば、克かけ上の資本ストック

も取り出せる o しかし、

きょう。さらに資本の

に寄与しない一つ

ためだttなら江、穣犠率

と新しい設罷を区Zせする

泳)データは Pilat(1994)の長期データなので、事長lの議文伐と災なることもあり得る己

資料)Pilat (1994)から抜粋して整理したものc

国

ヴィンテイジ (Vintage) という要図もあるが、これも検討対象から外す。

こり、就業者数の

トックは1960年代に高成長

よりも生産的資本の方が急速

日本の場合、 1960年代の10年間から次第

増加を時間銀縮で相殺する部分が増大している。

を支えるように急激に増大した、この時期

日増大した。もっとも、表2では、特定年の景気変動の状況を反映しているので、

1970~1980年は第 2 次石油危機の影響も含まれている。

が高まったことを反映している。

次いで、 1960年代に入ると、資本蓄積が盛んになり、資本の と技術進歩

仮主髄を議くてそれを痛いて各鶏題の実質成長惑を

タを参考にして一定、の

と資本の寄与iこ分

上 関の労働と資本の所帯分配率を

3

て
ゆ

表

い
が

つ

ム

の

に

し

た

本

算

け

資

試

る。労欝については雇患者数と時間×薬務め 2つめ揺標を患いて、

と非住居資本の 2つを用いて、それぞれに対応する TFPを

よると各生産要素の評植を変えるバリエーション立よる差より

も、時期的な変化の方が支配的をようである。すなわち、 1950年代にほどの指標で

調1]っても、 TFP かっ これは戦後の復興期に どによって生産性

(TFP)の項が撤って

与は器下する。 70年ft

裏を低めた。しかし、

最近で辻資本増加も

も室桜とした。

る。今呂、競艇緩和と

を増す。労働供給はもはや頭打ちになり、労働の寄

が，圧倒的な重要性を占め、 TFPは相対的に

には再び、資本と TFPが国濃度 iこJαfつ

とごとり、労欝詩需の建議が進んでいるので、

iまτFPの項につきる状況となったよう

による技街革新が重設されているが、

れ

は必

ずしも革新に結び、つくと拭際らない。
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表 3 日本の成長会計試算

!普奪三 労僚の寄与 SL*労働潜iJo. SK*ie::$:lIiJn GDP TFP仏 TFP(B) 仮定した資本の司寄与 ゐ伊賀4>-];曹別

耳長薦者数(A) 耳霊F費掌時言書(8) 総資本心的若手俊足苦資本(訪

1953-60 1.06 0.25 2.39 2.93 
1960-70 1.01 0.32 4.73 5.25 
1970-80 0.47 0.21 3.40 3.28 
1980叩 90 0.49 0.22 2.10 2.32 

GDP成長率を100としたときの成長寄与度

1号53叩 60 12.8 3.1 
1960-70 10.8 3.4 
1970叩 80 10.1 4.6 
1980←90 11~ 5~ 

28.号
50.8 
72.9 
49.7 

35.5 
56.4 
70.4 
54.7 

成長選挙 53計1)-1晶3?lJ5?lJ -2&必u労働分蕊率

8.25 4.81 5.07 0.50 
9.31 3.57 3.75 0.55 
4.67 0.7告1.17 0.63 
4.24 、65 1.70 O.65 

100.0 
1合0.0
100.0 
100.0 

58.2 
38.4 
17.0 
38.8 

61.4 
40.2 
25.0 
40.1 

校) j二♂)~式算法大まかなものである。 ScIま労務~J分露己主事、らは資本分配畿で11>る。

資料) Piiat(1994)が努獲した臼本の長期統計に造基づく。

2.3 投前進歩の内容

TFP誌成長の要因分析の中で資本や労働 られない残差に地ならない。経

済全体としての技術議歩辻 @生産技術などの分野で投手話革新が恕こって要素の生

まるか ②制度改革が龍こって効率性が出ょするか、あるいは、@非効率

的な部門から効率的な部門へ生産要素の艶分が変わって全体として効率が向上する

かである O この項では、簡の却と③について考察しよう c

1953-60年辻、戦後の復興から、「も誌や戦後ではない」と経済白書がうたっ

1955年を経て高度成長の初期段潜を含む。この時期は戦後の濯乱期が克服されて、

新しい投摘を輸入して先進国に追いつく追認である。日本の場合、外留資本の輸入

は少なかったが、投手!す輪入には讃極的でもあっ 4は科用可能な統計が不足して

いるため不完全な褒だが、日本の技術輸入は件数でみて早い時期にも活発だったも

のの、車接投資の受け入れは少なかったことがわかる(初期の直謹投資統計は表に

大げているが、別の構報で少とごいことが確認されている)。これは日本では、外国

による経営支甑に警戒的で政策当時も民簡企業も経蛍支記を符う査接投資受け

入れには消程的だったからで、あるてまた外盟企業にも当時日本市場はさほど魅力

的ではなかったかもしれない。

日本政府は早くから研究開発の重要性誌認識しており、これを奨励するために、

1959年には技術輸出所持控除制度を創設した。これiま度籍、研究開発投資を奨激す

る政策手設ではないが、技特輸出所得の50%か関連コストの泊%のいずれか憶い方

の観をその企業の所得税から控除するもので、ある 10) いわば、輸出によって成功を

証明した研夜間発には税制上の罷遇を与えたのである。もっとも各種の車食品徒進税

制は、日本がGATTll粂国になると認められなくなることから、おおむね1963年

外径約成長と内的成長:B中比較 71 



表 4 日本の技術輸入と外国直接投資受け入れ

会計年度 件数

技術輸入計 甲種 乙種

1955 184 71 113 

1960 588 327 261 

1965 958 472 486 

1970 し768 1，330 438 

1975 1，836 1，403 433 

1980 2，142 1，860 2き2

1985 2，436 2分割廃止

資料)総務庁 Fタト屋技術移入統計何年事長3 去を学兵芸

日本鋭行 F医療収支統計月報」各年j守絞

には罵止された。

技鋳輸入対価ス払い
日銀統計総務庁統計

f意丹

1，768 1，550 

2，110 1，690 

3，260 2，400 

6，020 

直接投資{日銀〉
対内投驚 対外投資

百万ドル

114 904 

167 3，280 

167 3，280 

780 12，217 

日本政府の研究開発に対する致策について位、後藤晃・若杉隆王子(1984)がある O

これによ札ば、 1950年代後半は、民輯企業の研究開発費と技術輸入費の 8%から

11%まで政府が補助してきた。政策手設は、犠助金、税髄上の罷滞と低利融資だが、

おむね前 2者がすべてで、初類に比べて、ま爵ゴ託業の研究開発と技指輸入額の方

が急速に増加したので、政府補助の増加にも関わらず、議地(優遇を含な)/(研究開

発費十技粥輪入費)比率泣 3%合、 2%台に器下してきた (1980年まで)。こ

実は、民間部門の研究開発が増強したことを意味する。

日本の工業が強くなる て、技指輪入に際しでも、見返りの技鰐輪出がない

と技指輸入が閤難になり、いわゆるクロス・ライセンシング契約が増加した。また、

事実日本の技構輪出も増加した。自本の技術職入と技術輸出に関しては総務庁統計

と 5 本鍛行統計があ弘前者は聞き取り調査、後者は器癒~又支統計に基づいている。

おおむねf麦者の 日本の技指輸入を大きく韓出を小さく報じているが、それでも、

次第に技術貿易経支がゼロロ向かい、 1980年代半ばにはほぼ均艇に近づい

い換えれば技術進歩が輸入技術に依存するかJ自主開発投手j¥jに故存するかとい

う区分をするならば、次第に自主開発技能の援要性が高まったのである。もちろん、

このことは技術職入が重要でなくなることを必ずしも意味しない。外盟の先端技術

を輸入するが問時に日本の技術も外国に輪出して、技術についても先進国鰐の双方

向貿易になってきたのである。もっとも、技徳輪入によって外盟にキャッチアップ

する状況に比べれば、最先端の投鋳金生み出寸過謹では研究開発投資の成果に関す

る不確実性も増し、経済成長への寄与は悲下する可能誌がある。

こうして、日本経済は1980年代には先進工業冨の間では栢対的に高い成長を続け

たが、政策の失致もあるとはいえ、 1990年代に入ってからはむしろ成長成果は急激
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に悪化し 国内投資よりも外国投資の方が投資の収益率が高くなり、企業は外国

投資を進めている。

戦後の初期には苦言葉法草が長期効巣を上げたが、今日では新制捜への変革が遅れ

て、制変約な硬直化と投資環境の悪化の持方が或長鈍化をもたらしている。教育が

労働の質を向上さ 労働の寄与を る欄萌や薪しい資本設穣が生産効率を

めるffiiJ謡は本摘では換わないが、高等教脊が大衆化しているという事実と問時に、

高等教育の水準が低下しているように思われる。従って、教育の総合的な経済効果

はにわかには判定しがたい。資本設錆のヴインテイジに関しては、かつて臼本の設

備は新しかったが、投資が長離にわたって再饗した結果、むしろ次第に老朽化して

いる側面もある。今、投資の再活性化の必要が時ばれるゆえんであろう。

2.4 部門関要素再配分

表 5は日本の産業}jlj就業者構成比の長期的推移 している。

1960年には日本では総就薬者の31%が農林業に従事していたが、 1995年に;まこの

比率は5.3%に龍下した。 漁業、鉱業に労働力ブールの役割はすでになしむしろ後

継者難が指摘されているc 製造業は技詩的立資本設構による労働の代替が行われや

いので、就業者構成比は1960年の21%から誌とんど変化なく、 1995年でも幸喜男の

22.6%を占めている。結局、流通とサ…巳ス、金融査BF守が就業者比率を高めてき

う荘来部門の就業者が工業部門立吸収される

その後は製議議内部で蟻業の再議戒が進んできた。表 5で、

は1960年代に絡わり、

内部の構成を

していないので不十分だが、 1970年代に入ると繊維、雑貨などの労働集約的な工

業部門では、就業者数が減少し始めた。 Seki思lchi(1991)によると、 1977-1982年

の5 に、繊維工業では就業者数は7万1000人減少し ついで、木材家具加工業

で4万6000入、紙パルプ、先学工業、窯業主苓、鉄鋼産業でも就業者は絶対的に減

表5 日本の 5年ごとの産業}JIJ就業者棲成比 (%) 

暦年均農林業 漁業 鉱業建設業製造業流通念駿運輸公益 サービス 公務左記鈴
1960 31.2 1.3 1.1 5.3 21.3 19.0 5.5 12.4 2.9 100.0 
1965 24.3 1.2 0.8 6.5 24.4 20.1 6.4 13.2 3.1 100.0 
l吉70 16.6 む.合 0.4 7.7 27.1 22.5 ふヨ 14.8 3.2 100.0 
1975 12.1 0.8 0.3 9.4 26.3 25.3 5.2 16.7 3.8 100.0 
1980 9.6 0.8 0.2 9.9 24.8 26.1 6.9 18.1 3.6 100.0 
1985 8.0 0.8 0.2 告.2 25.1 26.5 6.5 20.3 3.4 100.0 
1990 6.4 0.6 0.1 言.5 24.2 27.0 6.5 22.5 3.1 100.0 
1995 5.3 0.4 0.1 10.3 22.6 26‘8 6.9 24.4 3.4 100.0 

資料)総務庁統計銘 T労働力調査卒設をきれ東洋経済新報社 T縫i奏家主計年霊堂l 1979年絞、おき5王手阪による。
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機械、霊気楼械工業立外の大部分1982~1986年には~n縦、

した c 一部の設業は就業者数は減少しでも

も縮小する襲造業部黙があっ

さら少した。

これら

に共通の現象ではあったが、いわゆる「衰退産業の調整問鵡J を

引き起こしたので、ある

を拡大したが、中に

の産業:土、

が上昇

が縮小し、黄金率の上昇ととも一方では、労働供給跡、となってい

技術的に資本で労舶を代替できない部門は縮小を

!
i
s
!
j角
、

g
j

土
品くされた。

資本の増加と技街選歩がg本の建議成長の諜泉と

ラザ合意以後詰日本円の対米ドノレレート辻急速に切り

るのに必要不可欠だっで、設需投資は生産短縮も始まってい

ら転換点を逸

のである。

また、盟内ではわレ建て葉金率が上昇し続けたことに加えて、産業廃棄物の処た。

このため日本企業は積極的に海外立内の立地を不利にした。理問題も深刻化し、

地を求め、海外底接投資が増大した。

〉〕「産業空j同fヒ」ロセスこのように日本の製議議が権外生産に蓋き換わる

トの増錨がある類語進んで、レもちろん、まれた。もして酷題，視す

g本の所簿場揺がタト患によとべて鈍fとして、 5本の貯蓄農業空海fとが進め

内の製造業が謹輿そして円が弱イとして、語通が減少し、やがてマイナスになる。

る罵語も生まれる 。もっとも、 中で辻、英国や日本のサ-1:::'

ることはないだろう。

は事!i瀧業の相対的縮小が続くものと忠われる。

米国に比べて弱いので、製造業の比率が米国のよう

しかし、{頃向としては

要約z今 5

この待点でまるが、日本では1960年嘆労畿税論が「転換点j を追えたとき

くなり、農業しかし、林業に;主総就業者の31%穏授が就業していた。

これらの就業者ザグネ、崎、しくなれば制寵的挟拾になっで限界生産力と

るコメはf共えない。 1960年代にはいると、が非効率的にf動いていたとも

さらに労働力は

2ケタの上昇を示す

かつ国際市場で販売できるものでもなかったので、

に流出した。他方、

中では農業部門も機械化によって労働を棲械で代替した。

もとで、

給過剰に陥り、

と或長産業の差が暁おとなり、議蓬工業1960年代からは製造業内部でも

あ

中で重もとより、鉄鋼業でも日

しかし、大勢としてとして一部議小が始まっ
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要な部分を占めた。さらに機械工業、 をはじめとする化学工業も拡大した。

白本は外国技術誌積織的に輸入したが、かなり長期にわたって、政策当局による介

入があり、器内企業に「先発金業」、 「後発企業」を作り出した。技構輸入や資本

に関する「先発企業J 辻、一定期間、器内市場への参入を認められた少数の企

業で国内の保護された市場を享受で、きたことを意味する。そして、彼らが地盤を

いた後に、競争促進のため立「後発金業J の参入が許された。

と投手持輸入および技構改t誌が日本の工業を謹選させたが、この間

働需給も工業部門内部の再配分で調達できた。やがて、 1971年の通貨欝整による円

の切り上げ、その議1973年から泣変動相場制に入って、円の増価が産業調整に追い

打ちをかけた。 1980年弐後半まで辻阪本の経済或;長は鏡北したと泣いえ、なお欧米

によとべると鵡かっ

日本の研究開発は1960年代後半から着実に増加してきた。次第は技術の先端に近

づくにつれ、クロスライセンシングが必要となり、また自ら投手t>i輸出を増やし、海

外直接投資を行うことが必要となった。 1990年代iまとめまで続いた丹の増曜は日本

の製造業の海外流出を罷議した。日本でも経祷めサービス化が進み製造業が弱イヒし

たが、闘i療サーピスの分野辻、英米はど強くないので、サーとス業への特化は英米

'1どでiまないだろう。

3. 中留の経済成

3.1 概観

中国詰1949年の中華人民共和冨成立以来、集権的な社会主義許融経済体制作りを

進めてきた。その特数は、農業の集団化、工業部門の払的資本の国有花、 5ヵ年計

による経済運営、労{散静動を斜眼するための農村と都市の制度的鵠離、強力

家貿易管理と要約することがで、きるc このような体制の下、中鵠は重工業を優先し

た工業化を行い、諸外国の経済変動から自留を臨離しながら比較的高い経済成長を

遂げてきた。しかし、重工業擾先の発農政策により消費動部門の発展が遣れたこと、

怒街格で農産物を政荷が撰いよげ工業部門に資源を移転して工業化の資金を権保す

るという政策によって農村が疲弊したこと、また外由との経済関謀を制限したこと

によって貿易・投資を通じた技術進歩および、議率向上の機会が失われたことなど

くの問題点も暁らかになった。

ここのような状況を諸まえ、中諮は70年代の米議に改革需放路糠への転換を決定し、

外経約成長とi為的成長:臼中比車交 75 



表 B 中国の経済成長概観

年 1970/75 75/80 80/85 85/90 90/93 
全体 実質成長率 5.5 6. 1 10.0 7.6 12.4 

労働生産性上昇率 3.4 4.0 6. 7 5.0 10.4 
デ7レート上昇率 -0. 1 2.0 3. 7 7.8 7.6 

農業部門 実質成長率 3.0 O. 7 8.5 4. 1 3.8 
労働生産性上昇率 1.9 0.9 7.2 2.3 3.9 
ヂ7レート上昇率 1.0 6.3 4.9 10.8 4.3 

非農業部門実質成長準 7.2 9.0 10.6 8.8 14.8 
労働生産性上昇率 1.5 0.4 3.4 4.9 9.8 
ヂ7レート上昇率 -0.9 -0.3 3.3 6.9 10. 7 

資料)中国国家統計局編『中国統計年鑑」各年版

農村改革、固有企業を中心とする都市部門の改革、経済特区設置や貿易制度改革な

どの対外開放政策の実行、価格改革等を漸次進めてきた。

これらの改革の成果もあり、実質経済成長率は1970年代の平均 5-6%から1980

年代前半には平均10%に跳ね上がり、 1980年代後半は過熱した経済の調整で成長率

は低下するものの、 1990年代前半には平均12.4%の2ケタ成長を遂げている。表6

により、部門別の成長をみると、農業部門では1970年代後半の実質成長率がほぼゼ

ロで、危機的な状況だったことがわかる 。中国が農業部門の改革から着手したのは

当然のことであった。農業改革の成果は顕著で、 1980年代前半には実質8.5%の成

長を遂げている。しかし、それ以降農業部門は振るわず、成長は減速傾向にある。

1980年代後半は、農業生産物の価格が急騰したため名目成長率は80年代前半を上

回ったが、実質的な生産は伸び悩んでいた 。一方、非農業部門の実質成長率は、

1980年代前半10.6%、後半8.8%で推移し、 1990年代には14.8%という極めて高い

水準にある。価格は1980年代後半以降顕著に上昇し、 1990年代は10%を超えるイン

フレを言己告示している。

3.2 経済成長会計:外延的成長から内的成長へ

ここでは中国全体および固有工業部門について成長会計分析を試み、中国経済の

成長の原動力は何であったのかを考察する。まず、分析に使用したデータについて

説明しておきたい。中国全体の実質成長率には可比価格表示の国民収入額の成長率

を使用し、固有工業部門の実質成長率には、当該部門の総産値の成長率を使用した。

労働者数は、中国全体については全就業者数を、固有工業部門については当該部門

の職工数を使用した。中国全体の実質資本ストックの推計は、次の 4つの方法を試
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みた。推計Aでは、実質問民収入一実費消費一実鷺輪出ート実覧輪入で実費蓄穣額を

求め、 それを1953年から1970年まで績み上げて70年の実震資本ストックと見なし、

日降、 2%の除却があったものと痕定して各年の実賀資本ストックを推計した。

投資には、直接生産に結びつかない住宅投資なども含まれるのでそれを取り除くた

めに、推計Bで{ま基本建設投資と更新改造投資を生産的投資と見なし、

を蓄積額のデフレーターで実費化し、推計Aと同謙の操作を施して

この合計額

トッ

クを推計した。推計Cは、基本建設投資と更新改造投資の合計額を国民収入のデフ

レーターで実質化し、誰計Dでは、基本建設投資を建設国民故人のデフレータ で、

車新改造投資を工業富民収入のデフレーターでそれぞれ実賓化し、 それらを合計し

たものを実鷲投資としている。 また、問者工業部門の トックは、当該部

門の名目酪定資謹諌値の伸び率を工業部門の GNPデフレーター (1980年以前拭工

業国民~又入のデブレータ でデフレ トして築震イじした。以上の結果を表7に示

した。

市場が競争的で各生産要素はその臨界生産力 しい報断iを け取ると仮定すれ

ば、労動分配率と資本分配率を いて成長会計を行うことができる。 しかし、現在

1970叩 75
1975-80 
1980叩 85
1985山 90
1990四 93

労働

2.08 
2.11 
3.32 
2.61 
2.00 

表 7 中間の婆素投入増加率と経済成長率(年率%)

笑資資本ストック
推計A 縫言十日後計C 推計p
11. 34 6. 62 7.37 8.08 
8.92 6.82 6.99 7.00 
8. 16 6.71 6. 71 6.35 
9.027.918.27 8.07 
9.03 9. 10 9.94 9. 15 

実質甑民収入
1978年偲格

5.48 
6.06 
9.98 
7.56 
12.36 

労働分配率
推計 1

64.0 (3摘。)
61.3 (3.5) 
57.6鴫 (4.5)
49.7 (4.6) 

i主)1.労働分配療の数字iま各期間の平均である。但し、 1975-初年法80王手の童文学である。

2.労働分配率の( )内の委主字{立内放で保険議利畿の GDP比を示寸。

国有工業企業

主手

1970四 75
1975岬 80
1980-85 
1985叩 90
1990-95 

労働

6.04 
4.32 
2.73 
2. 73 
0.15 

実費資本
ストック

11. 68 
8.43 
6.73 
8.04 
9.78 

実質工業総生産労働分観率
1978年錨格 推計 1

7.63 
8.22 
8.11 
7.31 
8.26 

21.8 (3.3) 
24.0 (4.4) 
35.6 (7.3) 
45.9 (9.6) 

労働分配率
援計2

55.3 (3.0) 
56.9剛 (3.5)
57.4 (4.5) 
51. 5. (4.6) 

会J労働分蕊芸容を求める擦の分fまとなる領有工業企業GDPはまた表されていないので、二E多量総会彦容震に占める国有工

薬会重義f7)総さ主主主審震のよ¥:;c容を GDP1t体l二条じて守集計している。

主費税)'I'凶国家統計真言編 F中国統計五手緩」宅長年版，WorldBank“W守主ldTable皇"1995

外延約5生後と内的岩室長 :B中上七絞 77 



同

4 

卵、

この仮定を用いることにい難いので、の中関経済において要素市場が競争約と

いることは議論もあろうが、成長パターンの概略をつかむためあえてこの仮定を

1の1i時十i土、

掛け合わせ、最業到の労働者報鶴総額を算出し、

これらの合計を GDPで、徐すことにより全体の労犠分配率を求めるというものであ

を行った。にした。労働分配率について辻、次のような 2つ

産業別の就業者数と

いるため、農業部門の平均賃金を正しく反映この方法は、職工の王子均賃金をる。

のデータを使用すれば当該部門の労罷分しないという鍍界があるが、

1人当たり農村年間収入に差是は、きるという粍点がある。第 2語E率

じたものを加え、l人当たり都市世帯状入に議事人口を哲人口を乗じたもの

はこれらる。ることで全体の労動分裂率を求めるそれを GDP

に対し厚い社会保嬉や現金賃金のみを対象にしているが、中閣の場合、

低廉な住宅が提保されているので、上記の推計にf品輸福利費用の GDP比を加算し

りである。中回全体の労動分配率は、7に示しを推計した。

2によると1980年代辻おおむね55%強で1990年代に50%強に低下しており、

有工業部門について辻、推計 1により 1980年の20%強から1990年代の46%iで上昇

いずれも

ある C 

していることがわかる c 特i之、閣有工業部門では、現金賞金、

労数分自己率が上昇していることGDPに点める警IJ合を

されている。中以上のデータをもと U成長会計を行った結果が表8

体について見てみると、いずれの推計においても1970年代語半は圧部的

きく、 TFPの 辻ごくおずかかもしくはマ

たことがわ令る。経済改革が間捻された70年代議半から80年代前半にか

すFPの成長への寄与は50%にま

TFPの寄与が成長の半分強を

および労働投入の成長への

イナス

IL 80年代後半の調整期に低下するも

るようになっ

国有工業部門の TFPの動きは全体の模向と類似しているものの、 l 近年ぷ

の約 3分グコ 2を説明し、 τFPの寄与は成長の 3分の l提案であ

っても

めの、 90年代に

資本の

る。

という査課投入以上の結果からやi掛すると、 1970年代の成長辻労動と

門誌、 TFPのまた、した外延的成長だったということができる。

えるものの、が改革調政以前に比較すれば高まっており内的成長への転換の兆し

ンから脱していないというべきだろたタト延的成長パタいまだ主に資本投入

しかし、改革開放路糠に転じりで、ある。クルーグマンカサ言撞しこの点;土、
。

よ
J

まり、 1990年代にて以持、中国経詩全体で見ればTFPの賞献は顕著に

総本総i資事野党 No.38， 1999. 3 78 



8 中間(/)成長会計試算

中国全体 (%) 

五手 労働の寄与 資本の寄与 国民収入 TFP 労働分配率
A B C D 成長潟 A B C D 

1970ω75 1. 14 5. 10 2.98 3.32 3.64 5.48 -0.77 l. 36 1. 02 0.70 55 
1975-80 i‘16 4.01 3.07 3. 15 3. 15 6.06 。曙 89 1. 83 1. 76 1. 75 55 
1980-85 i‘83 3.67 3.02 3.02 2.86 9.98 4.48 5.13 5.13 5.29 55 
1985-90 l噂 44 4務 06 3.56 3.72 3.63 7.56 2.06 2.56 2.40 2.49 55 
1990-93 1. 00 4.52 4.55 4.97 4.58 12.36 6.84 6.80 6.38 丘78 50 
国民収入成長率を100としたと 与産主
1970-75 20.9 93.1 .5 66.3 100.0 叩 14.0 2ゑs 18.6 12.8 
1975ω80 19. 1 66.2 50.6 5l. 9 52.0 100.0 14.7 30.3 29.0 28.9 
1980-85 18.3 36.8 30.3 30‘3 28.6 100.0 44.9 51. 4 51.4 53.1 
1985-90 19.0 53. 7 47.1 49.3 48.1 100.0 27.2 33.9 3l. 7 32.9 
1990ω93 8.1 36.5 36.8 40.2 37.0 100.0 55.3 55. r 51. 7 54.9 

箆有工業企業 (%) 

年 労働の寄与資本の寄与工業総生漆 TFP 労働分書記率

是主……
1970-75 l. 21 9.34 7.63一一一二2.92 20 
1975ω80 0.86 6.74 8.22 0.61 20 
1980吋 85 0.68 5.05 8. 11 2.38 25 
1985← 90 O.き6 5.23 7.31 1. 13 35 
1990-95. 0.07 5.38 8.26 2嶺 81 45 
工業総生皇室成長率を100.1こしたときの成長寄与度
1970-75 1 15.8 122.5 100.0 叩 38.3
1975-80 10.5 82.0 100.0 7.4 
1980-85 8.4 62.2 100.0 29.3 
1985-きo 13.1 71.5 100暖 o 15.4 
1990ω95 0.8 65. 1 100.0 34. 1 

;お労働分自~~容は、運送 7 の数字をきíJt7l良い数字にまるめている合 1970-75ifの分配率は、ぬ初年と問ーと仮定した。

半分強を説明するに塗っている。従って、国有工業部門を別とすれば、中臨経請は

外磁的成長から内的成長に移行しつつあると評舗できる c 経し、この移行が成功

寵;こ進むか否かは、富有工業部門の成長が効率の向上による内 に転換できる

かどうかにかかっている。

3.3 制捜改革

中 は農村部から始まった 。まず人民公社を解体し、

を導入して農家の生注意欲の禽上を促し この制度は、土地を請け貰った農

自 で自 に農業を経営し、技機後、納税や患家への売り渡 を

果たせば、幾余の生産物

の労髄意欲が高まり、

に、 1980年から1985年までの謂

るというものである c これにより、

したと想像されるつ

は

表 6からわかるよう

.2%上昇した。

さらに、この農家経営講賞制辻、農村部での農業以外の産業の発展を促L、榔鎮金

革文
句

r
L

9
G

て

よ

い

こ

議

出

i

u

d

耳

業 を活発イヒさせた点でも重要で、ある。

を中心として都市龍においても進めら 1979年吟

タト滋約成長と内自<J成長:寝中比率交 79 



j際機室主制導入、

自主権の拡大民間する若干の規定J、1981年の

「国営工業金業自主権を一麗拡大することに関する暫定規

、1986年の「悶有企業破産法J、1987年の講業経営費任説の導入などいくつもの

改革を現す法令が出されてき しかし、長年計鋪経済に僕れ親しんで、いたため、

独立し として採算 v、 ための施策を史家実行し、

高め次世代のための投資を行うという市場経済にあって辻当然の企業の持動様式を

短期揮に身につけること誌難Lく、改革は自覚ましい指定果を上げたと ¥"難い。

このこと おけるすFPの寄与の{設さ立も表れているの しかし、
ゐ
ゲ
仏

拾えながらも多くの労働者の生活を謀陣している盟有企業を、社会的i昆乱を招くこ

となく漸次改革Lていくことは、中関の社会経済にとっで重大な課題であり続けて

いる c 1992年の「国苓工業企業経営メカニズム転換条椀J 施行、 1993年め「会社

法」者iJ定など、市場経、済のtf!い予となれる金業への紙換を違める努力が現在でも続

けられている。

器脊企業改革の経詩成長に対する どうだろうか。畿9に示すよう

の1980年には、工業総生産の 4分吟 3が国有企業によって生産されていたが、

1994年に誌 3分の l強にまで縮小している。一方、集団所在部門治1980年の23.5%

から1994年め37.7%へ、その龍の形態はO.

しかし労働者数で見ると、固有部門の構成比は49.0%から32:3%に低下しているも

のの、生産の構成主主の最下と比較L

の実葉労議生建設肢の上昇辻緩やかで、あり、 その1i!1部門で生産

表き 中国の制度改革

年 1980 1985 1990 i幸喜1 1992 1993 1994 
所有形態別名目工業 関手ぎ 76.0 64.9 54.6 56.2 51. 5 47.0 37.3 
総生産額繕或比 事長期所有 23，5 32.1 35.6 33.0 35.1 34喝容 37.7 
(見) その他 0.5 3.1 9町 8 10，・， 8 13.4 19.0 24.9 
職工人数構成主主 国有 49.0 39.4 36.5 36.2 34‘9 32.4 32.3 
{主) 集団所有 50.9 60.3 62.3 62.4 63.3 64.5 63.3 

{肉郷鋲企幾) (29‘3) (42.7) (46.6) (47.0) (48.き〉 (52.3) (51.4) 
その般 む.2 0.4 1.1 1.5 i‘s 3.1 4.5 

実震労扇主主渡性上昇率 箆宥 100.0 125. 7 156.3 165.7 184.2 195.7 214.6 
(1980忽 100) " 目、 主義窃所有 100.0 142.4 250. 7 286. 7 359.4 444.0 580.1 

一、 その俄 100.0 318.8 544.0 559. 7 667.5 668.9 785.4 
ザ，品、 全体 100.0 120.4 181.2 202.5 244.8 298.0 391. 7 

漏出依存度{完) 6.1 9.5 16.6 18.6 18.5 16.7 23.6 
幸治入依存度 実) 6. 7 14.8 14.2 16.5 17.5 18.9 22.5 

主主)1.
2 爽去を総合住滋類を殺主人数で除して求めた。
3 、総出λ依存度i立、総長3菱重主宰よぴ輸入額をそれぞれ GDP で除したむので~る。

資料) <þ~露 E語家統計局編~<þ~態統計三手鑑s 各年版. IMF“International I沼間口cialStatistics'ι 
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性の上昇が顕著で、あるむ中盟の労働生最性の向上は、麗者部門以外の部門のき佐藤'性

向上によっており、国有企業の改革はいまだ全体の生蹴性向上に貢献するまで立は

至っていない。

また、中国の経済改革の特徴として、改革のや1鶏から対外経済開設を進めてきた

ことが挙げられる c まず、外資導入を穣端的に進めるために、 1979年に「中タト合資

経営企業法」を制定レ法的整講を図るとともに、 1980年に辻本東省に 3つ

区を設立、 1984年に沿海地罷14都市の対外開放を持った。この致策により、中患の

相対目的に安植な労動力を利用しようとする外間金撲の重接投資が拡大し、中国の成

誌外国から経営方法や技術を導入することで加速された。

対外開放という点では、貿易制度の改革が重要で、ある c 改革開放以前の貿易体制

は、言十盈により貿易を管理し、関易業務を富家が抽出していたことにその特教があ

る。また、盟内産業の保識を践的;二、輸入i立高い関税陣壁と数多くの輸入菅理品目

によりコントロ…ルされていた。貿易体棋の改革は、まず輸出鑓進を目的と

した輸出体制の改革から始まるが、輸入体制の改革が本格的に始まるのは1986年に

GATT復帰申摘がなされてからである。 1992年に輸入額節税全廃、輸入管理品目

の範関縮小が行われ、また1992年以降数震乙おたり関税号iき下げも行われ、平均関

は50克近い水準から20%強まで低下している。これらの制援投若手の成果に加之、

経諾特区に見られるような輸出定造的な外資導入策の効果もあって、表 9tニ訴すよ

うに、中国の輸出競穿変と輸入依存度辻、それぞれ19初年の 6%強の水準から1994

年にはお%を超えるに至った。貿易の発震と経液成長の関保については謎々を議論

があるが 、富際的な競争に縦えうるものをさ主藤できなければ輸出を増大させられ

ないのだから、中調経済は比較優位に恭づく影で輸出産業を育戒し、その分野でj立

生産性を向上させ競争力をつけてきたと評価することがで、きるだろう。また、輸入

の拡大;之、中臨の諸費生活の多様化に貢献し経済摩主主を向上させたと考えられる。

慨し、抵下してきたと;わミえ現在でもなお高水準の輸入関税率や非関税揮壁が残存

レごし、ることを考慮すれ誌、韓入の増大が器内の輸入競争意識の効率向上をもたら

しているとま えない。

3.4 技衛進歩

次に TFPの変化に影響を与える第 2 閣である投手話進歩について検討する。

に技禽進歩に関係する指標をまとめた。技街貿易についてのデータは欠如して

いる。第 2節で、戦後復興期から高度成長期にかけての日本の技構造歩は、外国か

タ宇E主的成長と内的成炎:活中比較 81 
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表10 中調の技術進歩

おめる平等主主 主 2.3 3.8 6.6 5.9 5.6 4.5 8.0 7.2 
三項費用等の割合
GNPに占めるR&D護史上七本 E 0.71 0.62 0.50 

(参考)GNPIこ占めるRω z 2‘o 2.1 2.3 2.7 3.0 2.9 2.8 
喪主主尊重(臼本)

資料} ヰ1函函室長統計長号事務宮中溺統計五手緩4各年産主、科学金支宗寺j十家約守合後手持i没後一王子;互主10年絞れ

らの重義投資よりもなしろ、投稿輸入と によってきたことを

たが、日本に比較して中国において擦だった特徴辻、 i註接投資の積極的な受け入れ

である。諸外国は、合弁金業を設立し、その生産活動の中で learningby doing 

で技術移転を図っているので、中国の外国技術導入はその大部分が直接投資を通じ

て行われていると考えてよいだろう G

査接投資の受け入れは、き当初経護持区で実験的立開始された 。しかし、

の技予言移転は、中出合体の技街進歩という点から誌設定的な効果しかなかった

である。なぜならば、調i今にタト霞企業の影響力 いよう特i三試完全に酉

済と遮断されていることは加え、そこに誘致さ札た外関企業の生産物詰全量輸出が

原則なので特区以外の地域へその技術が伝播しにくいからである。その後中国は、

特区のみならず、沿海開放都市の指定や技術開発区の ど広範囲に直接投資を

け入れる体制lを盤えており、近年では内陸部への導入にも模様的である O このよ

うな投資先の範囲の拡大は、外国技術の単なる受容から

開発を可能にしていくと考えられる。

一国の経凄発麗辻、夫主導的で先進的な技第を持つ企業を

に中国企業自身の技争f-j

ら呼んでくれば瀬

i之進むわけではない。そのタト賠技j轄を清化し、高分のものとし、吏iこそれを改長

し、それをヒント し 生み出す力をもってこそ

味で、直接投資受け入れ閣の長期的な技術進歩を る

る。その意

は、教育や自主開

発への意欲など、受け入れ側の体制を考慮する必要がある。中闘の場合どうだろう

か。表10には、国有企業ιおけるエンジニアおよ 財政支出iこ占め

る科技三項費用等の割合、 GNPに占める研究開発費比率を支試している。 GNPに

占める研究開発費比率;主観えばg本の 3克という Lてまだ議いが、そ

82 B本経済研究泌総，1約百‘ 3



の悼の指標から辻、中国の技指関発への前向きな姿勢を知ることができる。

また、新技術の受容のためには、 い労働者の事在も重要で‘ある。表11は中

等学校就学率のアジア諸国との比較および、中閣の国家誘致に占める教育支出の割合

を示している。教育支出の 占める

るが、中等学校就学率は40%台後半で

ASEAN諸国と比較すると、まだま

1970年以鋒顕著に上昇してい

荒沫である。アジア NIEs諸国や

る余地がある o 今後も労働

の震を高める に向けて カまあることも していよ

つ。

に関連し 斜度改革の項で言及した輸入陣遣について論じて

きたい。 1986年応、米中間は GATTへの復帰、再iVTO加盟を目指して交接を

また数々の貿易制度改革も行ってきたが、いまだWTO110盟は実現していない。

しかし、国際貿易に占める中留め比重の噂大と今後の経詩的・致治的影響力を考え

れば、ぞう速くない将来 WTO加盟が実現すると予想するのが現実的だろう

し、ぞれには現在ょっも輸入障壁を母めなければならないし、加盟後もその弾力を

る必要がある。その時、輸入構格が低下すれば器内の輸入競争農業は縮小を

余儀なくされるので、中罷は 内産業の讃整調践に盤面するだろう。 皇自

国際貿易の実現は、外国製品と競争していく めの継続的な技帯革新を生み

造力ともなり得るだろう。

表11 中欝の労働の髄

問中等学校就学率 (%) 

年 1970 1975 1980 1985 1987 1988 1989 1990 
中国 24 47 46 39 43 45 46 48 
日本 86 91 93 95 95 97 97 
韓関 42 56 76 90 87 86 86 88 
香潜 36 49 64 72 75 
シンj(iJ;'叩 )v 46 52 58 62 69 70 70 
インド主汗 16 20 29 41 48 48 45 
マレ日シ7 34 42 48 53 57 58 58 56 
7ィリピン 46 54 65 64 68 70 73 73 
タイ 17 26 29 30 28 28 31 33 

資料)World Bank “Worldτables"1995 

(2) 顕家財政支出に占める教育支出の醤合 (%1 

年 1970 1975 1980 1985 1990 1993 1994 
中国 4.2 6.5 9‘4 12.3 13.4 14.3 16.9 

資料〉中国国家統音十ぬま緩宇中国統計年鑑~ 1995ま子絞

外延的耳立長と内約5支炎.問中比較 83 



部門期諜難再喜三分3.5 

まず、産業部内部の労欝者講或喜子日本のそれと比較することで、中

という意味で共通している日本の特設を概観しよう。比較する時期は、

の1960年と中悶の1995年である。表12はよると、中国で農業部門

1995年には52.9%まで減少してい従事していた人は1970年には80.7%であっ

日本の1960年の農業部門従事者比率が30%強で、この変化は大きなものだが、る。

ウエートは高い。その悼の部門iこまだ中あったことと比較すれば、

議金融蔀門が日本19誌、中が日本21.3%、中題15.7%、ついては、

法改革標設以降、ことが詩徴的である。や7.3完と中

え、 1960年の日本とのよ仁較では境立のところを遂げてきたと

日本lニ比べて著しく怯いの流通金融部門品一ぷた経帯なのである。

にしてから日が浅く、市場での取引を担うこの部門場経済化を目

いるためだと思われる O

ψ4m 
次に、農業部門から非農業部門にどの謹捜労髄力が移動したかを検討する。

農業蔀門から非農業部門への労欝移動がどのよう

昨春蔀門部、整業諮問践の労{覇者構成立推移を

ここったかを誘べる

み表誌によって器市・

たい。全体でみると農業部門の講成比は顕著に誠少しているが、都市労働者の構成

比と農村労働者の構成比はわずかしか変化していない。農村労働者の構成比は1980

これは、農村ーから都市への年の75.1%から1995年の72.2%に減少したに過ぎない。

している c 農業部門から移動がいまだ活発には行われていないことを

への労働移動は、農村内部で行われているのである。農村の集謹所有および縄銀傘

業部門の非農業労働者の構成辻は1980年の6.0%から1995年の20.1%へと急護士

しているが、都靖子持部での変花はおずかなものである。中認の農業部門から

ω
一計

表12 中隠の 5年ごと的産業部就業者構成比

業;説週金曜運輸公認サー

主主) 1 運輸公益出立、電力.')ゲス・フtci'襲、絶望電機資・ 7KflJ管還、交逐逐総.，封書を会主， 0 

2. 1970年、 75年の労働者構成比は鯵 1次、 2;欠、 3次産業の数字である¢

資料}中国国家統計局霧 T中国統計王手紙1若手王手Jl長

日本経務研究 No.38 ， 1999.3 84 



3 中雷の所有部門別/農業部門別労働者構成比の撤移
(%) 

注) 1一審s"F官のそのま主部門i立会て非農業に、幾村のその他音E門;立会て幾業に分類した。

2，統計上の不突合会まあ守、表12の主主主事と綾子異なっている。

3 ~急業部門から非幾重量部門への集者資労働移動委主の守設計方法i立、本文参燃のこと。
4 労働移動数F長官十欄の( )内;手、都市内での幾多違憲r;門から非農業部門への移動数告示す。

資料)広告密雷雲ま統計持活縦「中国統計点予選まJ1996年版

業部門への労働移動は、農村内、それも郷錦企業の発震による雇用吸技力の増大に

依帯したものだったのであるo

次に、農業・非農業聞の労欝移動数を次のような仮定のもとで大雑把に推計して

みよう。農村での非農業労働力の増加辻、農業からカ転業立よるものが主なので、

農村非農業労働者の増加試すべて農村農業部門からの移動と見なす。また、全体(})

労働者増加率を慈える都市非農業部門の労矯者準加数を、都市および農村の農業務

門から都市非農業部門への移動とみる O その内、全体の労働者増強率で増加した

と復定した場合の都市農業労働者数と爽醸の数と を、都市内での農業部門から

非農業部門への移動数と考える G 推計結果i土、表13の右側 しているが、 1980年

から1995年までの累計でみて、 ら非農業部門への労働移動は 1億180071

人であり、その大半が農村内の移動である o 農村農業部門から都市非農業部門への

移動は、 による本推計では1300万人程変である。

農業部門から非農業部門への労欝移動は今後も続くのだろうか。日本では1960年

頃、在来部門の偽装失業が終わり労働棋絵が「無制限的J技法から「制限的j 状況

に変わったが、中 もこのような「転換点j を迩えているのだろうか。中匿の

紫議金率は1980年ft以降、特に1990年代に入って急速な上昇を示している。

金の上昇は、一般的にほ労鯖供給が樹践的になってきたことの証左であるが、中国

の場合は必ずしもそうとは言い切れない。 ら;ま、次第に緩やかになってきた

とは設え、農村と鶴市簡の労働移動が喜由には行えないからである。義母渡的に農村

から都市への労働移動が制観されていれ培、都市では非農業部門が労働需要慈議と

なり賃金が上昇しでも、農村の農業部門で辻f為装失業が存続し綾;することがあり簿

タ十延約E立f誌と内的成長:総本ド比較 85 



るo もちろん農村内 をすべて吸収できれば、

働移動が制醍されていたとしても、労働棋拾が「制眼的」となる

と農村の労

を迎える可

能性はある。しかし、あまり

このように考えれば、中

のような人口大圏はあっては日

とはないにしても、労th市場の自

業部丹への労霞の再童三分誌続く

らt工ることになる G

3.6 要約

改革開放以前の中国の経済成長

はないように思われる。

を迎えたとはまだ雷えないだろう。中国

ように農業従事者よと率が5%立まで、依下するこ

とともに、しばらくの罰 ら非農

うO この再配分効果によってもや関の経議成長

に依存した成長であり、ぞれは第 l

した外延的成長そのもので、あったが、改革開放以降TFP

経済効率の上昇に依塊する内 とその成長局面を移しつつある。 この

過程が)1境調に進むかどうかは、国有工業部門がその或長ノぐターンを外延約な

ものから内的なものに移仔できるかどうかにかかっている。

TFP 漂国と考えられる 投密造歩、部内需要素再配分立ついて

の特設誌以下のようなものであっ については、

や翰出悲向裂の施策が農業部門の生議性向上や比較罷位iこ基づく

し、国有以外の所有部門を させたことが全体の生産性向上につな

がった。技術準歩については、これまで主として直接投資を通じた外国技術の受棒

によってもたらされてきた。労働の質の向上余地があることや、輸入隊監の低一ドに

よって を高めるための技術開発を られる局面が訪れることを考え

本格的な技術進歩はこれから始まるとみるべきである。部門間要素再配合がTFP

と、中

した養手響は多大であったと考えられる。農業部門から非農業諮問へ丹労

として農村内蔀で行われ、銀E鍍五託業が麗患吸絞先としての投言語をすゑつ

事農村惜の労欝移動制限は中期的に辻緩和せざるを簿ないと予想される〕

り高いことを考えると、今後も農業部門から

まだ訪れていないのである O

従って中

を適切

きそうである。中国に

は、国有企業改革など に成功し、産業聞の要素再配分

ることができれば、今後しばらくの聞は TFPが成長に高い寄与を

る時代が続くと予懇される O

86 民本義豪語等級交 泌総，1ぬふ 3



• 

4. 

設本の1M音の入Eをもち、霞土語穣と詩本経哀を比較するとき、 cド中

る廷でも法大な鎮ことをもっという事実をま

しいの中国が特化する産業で中国のるためじは、少数の産業に特化すること

まる。 f是って、中国は、その交易条件は悪化するると、

、多様な産業をもつことになろ人口小閣が産業面で特化型の発展をするの

つ。

内需要を国内供給で賄えるについても当てはまる。この一こと

し、国諜価格は上昇し、ると、中国の栓詩成長に持つないように

、政治的な自壌かさらこれも中間の交易条件を悪化させるだろう。

日本でも「逸となる。らバランスのと札た発震を図るならば、

はるかに大きな開題という需題誌発生したが、 Eドシ〕

日でも非常に高い畏業人だから、中富が1960空手頃の臼、つノとなる

えているの辻不思議ではない。ロを

もインフラ・ストラクy た全経請の発展のためには、を?

るだろう。近年これも中国の場合、チャ

ら、沿海地区とというになれる地域から豊かになれJの中

インフラ e ストラクたえ都市部で工業化が加速したが、地域開発の観点からは、

まり、工業化で先行する地械から、 i護れた地域への所需チャ

になる。の移転と

を要これまでの在中比較から、を明穫にした上で、このよう

約してみよう O

と思われるが、辻日本より多くの農業就業人口ミ〉

ると思われ、中富にはまだかなりの余剰労議長カそれでも、

にはまだ多は余頼労動力は消滅したとされ，ているが、中白る。

る余地が大きい。をに移ることによってこれが、数存在し、

て、すでに1960年代から日本で② 

に進出して、むしろ、ではまだこの状況になく、が進展したが、中

「恕陪:i食業」が農村の余剰労働力を日及収する形で拡大している。

どが大量のいくつかあったし、過去に地日日本にも@ 

この点では中醤

87 
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の経詰枠制は日本の枠制と全く

それでも諮有食業部門の麗爵

る。近年集闇企業、強人企業が発達し

をき迂ど最下させていない。国有食識は社会保

棒的な役割も負っているようだが、この部門の故苓が中国経済の今後の革新の或杏

ょう C

@ 国有企業諮問の改革が進展す久i工、中国の内的成長はi留まりうるc ここには

おそらく余剰労働もあろうし、また革新の誘因が臨審されている可能性がある。そ

して、この部門の改革がi護れて革新が阻まれるならば、 「外廷的成長Jから「内的

への重点の転換l玄関難になる。

命 日本の場合も貿易自由化誌、 1960年代半ばから本格的に議選Lたわけで、

業化の初期から岳議化されていたわけで、はない。むしろ自由化が本格花したのはケ

ネディラウンドの期襲からで、 1967年以誇となる。そして投資の自由化も1960年代

ば以降に進展して、ょうやく 1970年代半誌に第 5次自由花を完了した。貿易の自

由化も投資の富弱化も、ぞれが競争を通じて革新を引き起こすという意味で詰 f均

約或長」要調である。同じことだが、このとき非議率な企業は額j産し、ま

よって辻消滅する可能'1生もある。この過躍で生じる摩捺的失業を縮小して護用の転

に行う措援をとっておかないと、競争と革新を通じる「内的成長J ，ま新し

い政策課題をイ乍り

⑥ 中国では、今後全国的な開発を進めるために膨大なインフラ・ストラク

チャー競技が必要だから、その点では資本の投入増加も必要で、ある。これに比べて、

1960年代の日本では民閉会議の研究爵発と企業設備投資が重要な役寄せを果たした。

中富の場合まだ労働供給が過剰であるにもかかわらず、労働分配率辻よと較的

高い。もし、悶有食業の経堂者が知期的業績や政治的配惑のために、研究嬰発投資

や設備の更新よりも労働者への分配を高めるならば、資本の食いつぶし

性がある。中国の労働分配率が市場経請の途上儲誌記ベて比較的高いの辻、このよ

うな経営者の行動を反映しているかもしれない。
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ンポジウムJ (1997年 4月6Bから 8本稿は総合研究開発機織主催の「第 6図 8

日まで)における議後者の発表を修正したものである。シンポジウムでは鄭新立中匿匿家計自動委員

車白骨説明叫術品ンター会長、中議利i家次東京大学教授、八代尚宏上智香西っrμ

レフェリーから官JII洋東京大学教授の会氏から有益なコメントを得た。また、

も多くのかつ有益なコメントを得た。記し る。

釈注

この種の議論は1970若手代末に筆者のうちの 1人がゾ速を訪問したときにソ連の人々がよ

く強調した議論で';iうる 3 今日の中密にもこのような陪題意識があるように怠われる。

レ
'-経済学者による-宇野重昭綴{扮鈍)政治学翁による議議はたとえ2 ) 

してはや緩和津次(1誌の参照。

Arthur Lewis (1955)， Fei， J.日.and G.R設nis(1部4)、稲田・湾口 .EE悶(1972)などを参

日現。

3) 

(1吉72)およびその拡張、

「生正

Inada， Sekiguchi and Shoda (1993) 

発援総経済学者たちは、 1960年頃日本では在来部門の偽装失業が消滅し、

制緩約j 状況から「制践的J 状況に変わったと兇ている。高亮進(1970)， 

この様絡の議総的な解明と実託研究については、幸福留・関口・4) 

5) 

-関口 .EE田
(1972)参照。

1964年にa本は IMF8粂冨となり、また OECDに加盟した。前替は冨際収支を連出とし

ることを放棄する意味をもち、後者は…般的に先進冨として を?と

ることそ意味していた。

今日の日本のように労働人口の減少が予滅されまた労働待問の短縮が進渡寸るような局面

で仏教育を通じて労働の質が向上すれば、五支援に対する

て経常取引

、‘，
r

n
h
u
 

7) 

る。他方、中

国では今のところ労働人口の増加は大きいので、労働時間包縮の動きがあるとはいえ物主義的

な労働投入の増大によって、成長に対する労働の寄与を高められる設常にある。しかし、ハ

目指す中閣にとっても労働の賓の向上は務過しえない需援であろう。イテク

5本について CES生産関数の推計を試みたところ、労働分配主義は60%強と

ここでの仮窓儀と大きな主義離はない。 CES生産関数を RATS (Regression Anal-

で推定する場合、まず仮設のパラメーターをおしそして非線形回帰

を変獲しながら推定し、章受災の推定値を与えるパラ

ちカf、

殺計され、

8) 

ysis of Time 

式を繰り返 メータ

ると、おおむね37%メーター喜子得る。資本分配率を40%とおいて繰り返

を与えることが分かつた。但し、データ ~ 

民間か全経済か、また労働の質と侍簡を考慮した修工Eを行うかどうかで結果は然なる。もち

ろん、データ期間によ・つでも推定結果は奨なる。 1953-1990年データで‘上の結果を得るが、

後期になるにしたがって資本の分配準は低下する。表 3で、労働の分配主艇の上昇を仮定したの
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Pilat (1994)を用いたが、



は労働需給が遜;gLた最近時に分配率が上昇したことと、労働の質 の向上を反

H央したものである。

9 ) とはいえ、盟際収支の制約が厳しく投資促進のためには外国資本も必要であった。このた

め、外悶企業が投資の元本と利主主の外援送金の権矛IJを放棄するならば、直接投資を自由に認

める捻援が1955-63年期に採られた。これが「丹ペース

への移行をにらんで、 1963年にこの都度は廃止された。

でおあるカ宮、 E¥.1F

10) 詳しくは、 Law詑 nceB.Kr呂田eand Sueo Sekiguchi (1976)参照。ここには00際経済政策

の年代誌が条約されている。

11) Sekiguchi Sueo (1991)参照。

12) 関口末夫・堀内俊洋(1984)

13) 関口末夫(1996a，b)参照。

14) ここで農薬部門とは、 林業、 したものであり、

非農業部門はそれ以外の会産業を会む。

15) 初年代後半の と農援物綴格の上昇については中米和i幸次(1993)、柏木隆宏

(19号事}参照c

16) 南発進、本会進(1995)では天津の機械工業の労幾分裂主義が1990年に を含めて

70%程度だと検針されている。

17) 中屋の閤有工業部門の成長過程を「外延約J 内包的j という概念?特徴付けた論考とし

て、中米和i孝次(198引がある。 1985年までのデ…タを用いての研究であるが、中間経済は

「外磁的」発展から「内包的J 発援に至る過渡的段階にあるとしているむ

18) 中国の体制改築については、石原率一(1992)、中兼和津次(1992)、 (1992)、鳥成

一(199号、呉家駿(1996)等を参照した。

19) さまざまな?議論のサーベイについては、浦田秀次郎編(1995)参照。

20) 経済特区の設震がとが閣の経済成長に及ぽした影響については、柏木隆宏(1995)で3検討して

いる。

21) この推計方法については、 (1992) Lた。
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